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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期
第３四半期
累計期間

第59期
第３四半期
累計期間

第58期

会計期間

自平成27年
　２月１日
至平成27年
　10月31日

自平成28年
　２月１日
至平成28年
　10月31日

自平成27年
　２月１日
至平成28年
　１月31日

売上高 （千円） 2,922,290 2,806,727 4,001,989

経常利益 （千円） 459,998 336,732 630,537

四半期（当期）純利益 （千円） 280,650 225,969 399,124

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,087,250 1,087,250 1,087,250

発行済株式総数 （千株） 6,669 6,669 6,669

純資産額 （千円） 10,547,919 10,139,453 10,652,038

総資産額 （千円） 11,335,585 10,779,791 11,393,873

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 44.56 37.14 63.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 44.48 37.04 63.26

１株当たり配当額 （円） 15.00 16.00 32.00

自己資本比率 （％） 93.0 93.9 93.4

 

回次
第58期
第３四半期
会計期間

第59期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成27年
　８月１日
至平成27年
　10月31日

自平成28年
　８月１日
至平成28年
　10月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 14.05 13.61

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、日本銀行によるマイナス金利政策の導入や欧州をはじめとする

世界経済の減速懸念を背景に円高・株安が進行し、企業における生産活動も横ばいになるなど、一部で景気の回

復に弱さが見られました。

今後は、底堅い個人消費や雇用・所得環境の改善により、景気は緩やかに回復すると見込んでおりますが、欧

州や中国をはじめとする世界経済の下振れリスクが懸念され、その先行きに不透明な状況が続いております。

このような状況のもとで、当社は、国内では電力や一般産業、電鉄・車両業界、海外では東南アジアや中近東

各国を重点に営業活動を行った結果、受変電設備向けの遮断器用補助スイッチや鉄道変電設備向けのインター

フェイスユニットなどが増加しましたが、モーター制御装置向け端子台の減少や中近東の変電設備計画の遅れに

より、落下式故障表示器などが伸びず、当第３四半期累計期間の売上高は2,806百万円（前年同期比4.0％減）と

なりました。

利益面におきましては、売上高が前年同期を下回ったほか、人件費及び経費が増加したことから、営業利益は

322百万円（前年同期比26.9％減）、経常利益は336百万円（前年同期比26.8％減）、四半期純利益は225百万円

（前年同期比19.5％減）となりました。

 

売上の状況は次のとおりであります。

なお、当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、売上の状況につきましては、製品分類

ごとに記載しております。

（制御用開閉器）

受変電設備向けに遮断器用補助スイッチが増加したことに加え、鉄道車両の保守整備向けに車両用戸閉め検

出スイッチも好調であったことから、売上高は784百万円（前年同期比0.2％増）となりました。

（接続機器）

受変電設備向けに試験用端子が減少したほか、モーター制御装置向け端子台や太陽光発電設備向けのコント

ロールセンタ用ジャックが低調であったことから、売上高は1,116百万円（前年同期比7.5％減）となりまし

た。

（表示灯・表示器）

中近東の変電設備計画の遅れから落下式故障表示器が伸びず、米国鉄道車両用表示灯については、前年の

ピーク生産から安定生産へシフトチェンジしたことから、売上高は450百万円（前年同期比5.9％減）となりま

した。

（電子応用機器）

鉄道変電設備向けにインターフェイスユニットが増加しましたが、配電自動化子局用表示モジュールや太

陽光発電設備向けのストリング監視ユニットが低調であったことから、売上高は455百万円（前年同期比

0.3％増）となりました。
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(2) 財政状態

① 資産

当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末比614百万円減少し、10,779百万円となりまし

た。主な要因は、現金及び預金の減少1,132百万円、有価証券の増加501百万円、建物の増加160百万円、有

形固定資産のその他に含まれる建設仮勘定の増加428百万円及び投資有価証券の減少485百万円等によるも

のであります。

② 負債

当第３四半期会計期間末における負債は、前事業年度末比101百万円減少し、640百万円となりました。

主な要因は、買掛金の増加20百万円、未払金の減少33百万円、未払法人税等の減少105百万円及び賞与引当

金の増加54百万円等によるものであります。

③ 純資産

当第３四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末比512百万円減少し、10,139百万円となりまし

た。主な要因は、利益剰余金の増加24百万円、自己株式の増加558百万円及びその他有価証券評価差額金の

増加15百万円等によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、100百万円であります。

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,676,000

計 26,676,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年12月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,669,000 6,669,000
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は100

株でありま

す。

計 6,669,000 6,669,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 

平成28年８月１日～

平成28年10月31日

 

－ 6,669,000 － 1,087,250 － 1,704,240

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成28年10月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　770,900 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　　5,895,800 58,958 同上

単元未満株式 普通株式　　　　2,300 － －

発行済株式総数 6,669,000 － －

総株主の議決権 － 58,958 －

 

②【自己株式等】

平成28年10月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

不二電機工業株式

会社

京都市中京区御池

通富小路西入る東

八幡町585番地

770,900 － 770,900 11.55

計 － 770,900 － 770,900 11.55

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年８月１日から平成28

年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年２月１日から平成28年10月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年１月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,015,018 3,882,471

受取手形及び売掛金 ※１ 1,418,916 1,211,290

電子記録債権 197,508 225,143

有価証券 － 501,904

製品 138,466 185,497

仕掛品 357,807 406,713

原材料 402,576 396,637

その他 81,278 103,623

流動資産合計 7,611,570 6,913,281

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 902,084 1,062,856

土地 1,357,427 1,357,427

その他（純額） 337,584 749,216

有形固定資産合計 2,597,096 3,169,500

無形固定資産 23,490 18,247

投資その他の資産   

投資有価証券 1,150,999 665,556

その他 10,715 13,205

投資その他の資産合計 1,161,715 678,761

固定資産合計 3,782,302 3,866,509

資産合計 11,393,873 10,779,791
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年１月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年10月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 111,941 132,623

短期借入金 150,000 150,000

未払金 67,290 34,004

未払法人税等 124,754 19,648

賞与引当金 61,725 116,620

役員賞与引当金 10,560 －

その他 103,746 79,003

流動負債合計 630,017 531,901

固定負債   

退職給付引当金 16,996 24,397

その他 94,821 84,038

固定負債合計 111,817 108,436

負債合計 741,835 640,338

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,087,250 1,087,250

資本剰余金 1,704,240 1,704,240

利益剰余金 7,926,391 7,950,923

自己株式 △257,984 △816,477

株主資本合計 10,459,897 9,925,936

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 180,580 196,036

評価・換算差額等合計 180,580 196,036

新株予約権 11,559 17,480

純資産合計 10,652,038 10,139,453

負債純資産合計 11,393,873 10,779,791
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年２月１日
　至　平成27年10月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年２月１日
　至　平成28年10月31日)

売上高 2,922,290 2,806,727

売上原価 1,767,235 1,742,404

売上総利益 1,155,054 1,064,323

販売費及び一般管理費 714,224 742,060

営業利益 440,830 322,263

営業外収益   

受取利息 5,610 3,892

受取配当金 4,278 5,070

助成金収入 6,918 4,828

その他 4,024 4,318

営業外収益合計 20,832 18,109

営業外費用   

支払利息 1,664 1,481

支払手数料 － 735

為替差損 － 1,424

営業外費用合計 1,664 3,641

経常利益 459,998 336,732

特別損失   

固定資産除却損 144 97

製品補償損失 19,911 －

特別損失合計 20,056 97

税引前四半期純利益 439,942 336,635

法人税等 159,291 110,665

四半期純利益 280,650 225,969

 

EDINET提出書類

不二電機工業株式会社(E02007)

四半期報告書

10/15



【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対

応報告第32号 平成28年６月17日)を第２四半期会計期間より適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、これに伴う影響は軽微であります。

 

（追加情報）

法人税率の変更等による影響

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布されました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成29年２月１日に開始する

事業年度及び平成30年２月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.06％から30.69％

に、平成31年２月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.06％から30.46％にな

ります。

なお、これに伴う影響は軽微であります。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１．四半期会計期間末日満期手形

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、前事業年

度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

 

 
前事業年度

（平成28年１月31日）
当第３四半期会計期間
（平成28年10月31日）

受取手形 8,664千円 －千円

 

２．偶発債務

　当社が加入する「京都機械金属厚生年金基金」（総合型）は平成26年２月20日開催の代議員会において特

例解散の方針を決議致しました。

　同基金の解散に伴い費用の発生が見込まれますが、解散に伴う費用の金額と業績に与える影響につきまし

ては、現時点においては不確定要素が多く、合理的な見積金額を算定することができません。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 

前第３四半期累計期間

（自　平成27年２月１日

至　平成27年10月31日）

当第３四半期累計期間

（自　平成28年２月１日

至　平成28年10月31日）

　減価償却費 153,558千円 169,773千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成27年２月１日　至　平成27年10月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月23日

定時株主総会
普通株式 103,919 16.50 平成27年１月31日 平成27年４月24日 利益剰余金

平成27年９月３日

取締役会
普通株式 94,472 15.00 平成27年７月31日 平成27年10月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成28年２月１日　至　平成28年10月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月26日

定時株主総会
普通株式 107,068 17.00 平成28年１月31日 平成28年４月27日 利益剰余金

平成28年９月１日

取締役会
普通株式 94,369 16.00 平成28年７月31日 平成28年10月３日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成28年６月２日開催の取締役会決議に基づき、自己株式400,000株の取得を行いました。この結

果、当第３四半期累計期間において自己株式が558,400千円増加し、当第３四半期会計期間末において自己株式

が816,477千円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、セグメントの記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成27年２月１日
至　平成27年10月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年２月１日
至　平成28年10月31日）

(1)　１株当たり四半期純利益金額 44円56銭 37円14銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 280,650 225,969

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 280,650 225,969

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,298 6,084

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 44円48銭 37円04銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 10 16

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

２【その他】

平成28年９月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額　……………………………　94,369千円

（ロ）１株当たりの金額　……………………………………………　16円00銭

（ハ）中間配当の効力発生日（支払開始日）　…………　平成28年10月３日

（注）平成28年７月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成28年12月１日

 

不二電機工業株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　一浩　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　朋之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている不二電機工業株

式会社の平成28年２月１日から平成29年１月31日までの第59期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年８月１日から平

成28年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年２月１日から平成28年10月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、不二電機工業株式会社の平成28年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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